
（単位：千円）

Ａ

経済対策との関係 交付対象経費 国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

合計 208,274 187,127 7,318 13,829

1 R3 単 －

坂城町共同
作業所感染
防止対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 658 658

①心身や精神に障害を有する者等に技能修得、就労機会を提供し、社
会生活への適応性を高める坂城町共同作業おいて、通所者及び事業
所、支援機関などの施設利用者の新型コロナウイルス感染予防対策の
ため、ウイルス除去、抑制機能を持った空調設備を設置する。
②エアコンの購入・設置費用
③エアコン(備品購入費)498千円、設置工事費100千円、消費税60千円
計　658千円
④坂城町共同作業所

－ － － － R4.6 R4.8
坂城町共同作業所における新型コロ
ナウイルス感染症陽性者の発生０名

町HP等 R4補正（地）

2 R3 単 －
教育施設等感
染防止強化事
業（児童館分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 187 187

①町内児童館３館の新型コロナウイルス感染予防用品を充実させ、子
どもたちが安心して生活できる環境を整える。
②感染予防に使用する消耗品3館分
③3館共通（除菌洗剤　30千円,ハンドソープ56千円,手指消毒 29千円,
ポリエチレン手袋 9千円,ペーパータオル32千円,その他31千円 ）計187
千円（税込み）（消耗品費）
④坂城児童館、南条児童館、村上児童館

－ － － － R4.4 R5.3
坂城児童館、南条児童館、村上児童
館における新型コロナウイルス感染症
陽性者の発生０名

町HP等 R4当初（地）

3 R3 単 －

教育施設等感
染防止強化事
業（子育て支
援センター分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 109 109

①子育て支援センターの新型コロナウイルス感染予防用品を充実させ,
子どもたちが安心して利用できる環境を整える。
②感染予防に使用する消耗品
③消耗品（サナマックス36千円,除菌スプレー2千円,ペーパータオル29
千円　その他42千円）合計109千円（税込み）（需用費（消耗品費））
④子育て支援センター

－ － － － R4.4 R5.3
子育て支援センターにおける新型コロ
ナウイルス感染症陽性者の発生０名

町HP等 R4当初（地）

4 R3 単 －

教育施設等
感染防止強
化事業（保
育園分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 958 958

①町内保育園３館施設内における新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止を図るため、予防用品を充実させ、各保育園を利用する子ども
たちが安心して生活できる環境を整える。
②感染予防に使用する消耗品
③坂城保育園（手指消毒液,ペーパータオル,清掃用次亜塩素酸水消毒
液,清掃用アルコール,清掃用次亜塩素酸ナトリウム,その他）計250千円
（税込み）
南条保育園（手指手洗い石鹸液,ペーパータオル,手指消毒アルコール,
ク,アルコールディスペンサー,玩具用除菌スプレー詰め替え,その他）計
406千円（税込み）
村上保育園（サナマックス,ピューラックス,ハンドソープ液体,アルボナー
ス,ノロロック,フェイスシールド,その他）計302千円（税込み）（消耗品費）
④坂城保育園、南条保育園、村上保育園

－ － － － R4.4 R5.3
坂城保育園、南条保育園、村上保育
園における新型コロナウイルス感染症
陽性者の発生０名

町HP等 R4当初（地）

5 R3 単 －

教育施設等感
染防止強化事
業（町内施設
分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 176 176

①町内職員等に対しコロナ抗原検査を実施することにより、施設内での
感染拡大防止と各施設の運営継続を図る。
②コロナ抗原検査キット購入費用
③１０セット(1セット10本入り)×16,000円×税=176千円（需用費（消耗品
費））
④食育・学校給食センター、児童館、庁内保育園の職員

－ － － － R4.4 R5.3
食育・学校給食センター、児童館、庁
内保育園における新型コロナウイルス
感染症陽性者の発生０名

町HP等 R4当初（地）

6 R3 単 ○

さかきのお店
応援券事業
（事業No7,20
の通常交付金
国R3予算充
当分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 3,800 3,800

①新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影響を受けた
町内生活者及び事業者の支援を図るため、生活者に町内加盟店で利
用可能な応援券を配布し、支援を行い、地域の飲食店・商業施設等（事
業者）での消費喚起を促すことで、事業者の支援を図る。
②町内加盟店で利用可能な応援券１人3,000円分を世帯人数分、世帯
主に交付し、利用実績に応じ店舗等に換金する。
③・非常勤職員人件費　1,153千円
　　　（内訳）月報酬：7月～3月 9:00～16:00　1,030千円
　　　          期末手当：1か月　100千円
　　　          通勤手当：7月～3月　23千円
　 ・消耗品費　100千円(ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾄﾅｰ、紙他)
   ・印刷製本費　1,300千円(応援券、ﾁﾗｼ他)
   ・通信運搬費　2,363千円(応援券、事業所郵送代)
　　　（内訳）応援券郵送代6,200世帯　2,294千円
　　　　　　　 事業所周知及びポスター等郵送　69千円
　 ・応援券補助（負担金補助及び交付金） 45,000千円(15,000人×
3,000円/人)等（うち国R3予算充当分3,800千円）
④町、町内商業・飲食店、町内生活者

－ － － － R4.7 R5.3 商品券使用率90%以上 町HP、ポスター等 R4補正（地）

7 R4 単 ○

さかきのお店
応援券事業業
（事業No6,20
の通常交付金
国R4予算充
当分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 27,516 27,516

①新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影響を受けた
町内生活者及び事業者の支援を図るため、生活者に町内加盟店で利
用可能な応援券を配布し、支援を行い、地域の飲食店・商業施設等（事
業者）での消費喚起を促すことで、事業者の支援を図る。
②町内加盟店で利用可能な応援券１人3,000円分を世帯人数分、世帯
主に交付し、利用実績に応じ店舗等に換金する。
③・非常勤職員人件費　1,153千円
　　　（内訳）月報酬：7月～3月 9:00～16:00　1,030千円
　　　          期末手当：1か月　100千円
　　　          通勤手当：7月～3月　23千円
　 ・消耗品費　100千円(ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾄﾅｰ、紙他)
   ・印刷製本費　1,300千円(応援券、ﾁﾗｼ他)
   ・通信運搬費　2,363千円(応援券、事業所郵送代)
　　　（内訳）応援券郵送代6,200世帯　2,294千円
　　　　　　　 事業所周知及びポスター等郵送　69千円
　 ・応援券補助（負担金補助及び交付金） 45,000千円(15,000人×
3,000円/人)（うち国R4予算充当分27,516千円）
④町、町内商業・飲食店、町内生活者

－ － － － R4.7 R5.3 商品券使用率90%以上 町HP、ポスター等 R4補正（地）

8 R3 単 －
スタンプラリー
消費回復応援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心を
確保した社会経済活動

の再開
○ － 4,500 4,500

①新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影響を受けた
地域内の生活者及び事業者の支援を図るため、町内飲食店などの事
業所や観光施設の利用促進と誘客につながる、スタンプラリーを実施し
て、参加した方に商品券を配布し、さらなる地域内の消費喚起を促す。
（事業概要）登録加盟店で1,000円以上の買い物・食事をして、店のスタ
ンプを引換券に押してもらう。異なるお店のスタンプを5つ揃え、町指定
の観光施設に引換券持っていくことで商品券1000円を進呈する。
②町内商業店舗等を回るスタンプラリーを行う消費回復応援事業の業
務委託。
③臨時職員人件費　600千円
　 需用費（消耗・印刷等）　370千円
 　周知等郵送費　190千円
　 換金等　2,400千円
　 アプリ開発等　530千円
　 消費税　410千円
　 合計　4,500千円（委託料）
④町（委託事業により実施）

－ － － － R4.7 R5.3 利用者2,000人 町HP等 R4補正（地）

9 R3 単 －

中小企業対策
事業
（保証料補給
金）（事業
No25の通常
交付金国R3
予算充当分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 6,750 6,750

①新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい経営環境にある町
内の中小企業等の事業継続と経営の回復・安定のため、融資を受ける
際の保証料の補給を行う。
②町内事業者への保証料
③・県信用保証協会 保証料補給 町制度資金(負担金及び補助金)
　　35件×100千円＝3,500千円
   ・県制度資金(負担金及び補助金)
　　25件×210千円＝5,250千円
（うち国R3予算充当分6,750千円）
④県信用保証協会

－ － － － R4.4 R5.3 申請数計60件 町HP等 R4当初（地）

10 R3 単 －
中小企業対策
事業
（利子補給金）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 1,000 1,000

①新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい経営環境にある町
内中小企業等の事業継続と経営の回復・安定のため融資の返済の際
に支払う利子分を補給する。
②町内事業者へ利子の補給
③町制度資金利子補給32件　1,000千円(負担金及び補助金)
④町内中小企業等

－ － － － R4.4 R5.3 申請数計32件 町HP等 R4当初（地）

11 R3 単 －

中小企業対策
事業
（利子補給基
金積立分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 3,000 3,000

①新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい経営環境にある町
内中小企業等の事業継続と経営の回復・安定のため、町制度資金（新
型コロナ対策）で、町が利子補給を行う貸付後５年以内の２年目以降の
利子補給分を基金に積立て、年度毎に必要な金額を繰り出し利子補給
を行う。
②町内事業者へ利子の補給
③中小企業 50件、5年間分　3,000千円(積立金)
④町内中小企業等

－ － － ○ R4.4 R5.3 新規申請数50件 町HP等 R4当初（地）

所
管

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画
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国
の
予
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度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

交付金の区分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果があると考
える理由

総事業費

Ｂ

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標
を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

Ｃ Ｄ

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

特定事業者
等支援



12 R3 単 －
中小企業等事
業継続支援金
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 50,000 37,400 12,600

①新型コロナウイルス感染症の第６波などの影響を受ける町内中小企
業者の事業継続と経営の回復・安定を図る。
②事業全般に広く使える支援金の給付を行う。（売上げ減30％以上
50％未満：上限200千円、売上げ減50％以上：上限400千円）
③令和4年4月～6月分の実績と、R1～3年いずれかのの4～6月分の実
績の比較により以下のとおり支給する。
・30％以上50％未満　200千円×50事業所＝10,000千円
　 ・50％以上　400千円×100事業所＝40,000千円(負担金及び補助金)
（うち12,600千円は長野県第６波対応事業者支援交付金を充当）
④町内中小企業等

－ － － － R4.7 R4.10 申請数計150件 町HP等 R4補正（地）

13 R4 単 ○
児童生徒に対
する給食費の
一部補助

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 3,333 3,333

①新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影響を受けた
町内小・中学校保護者の支援のため、学校給食費の保護者負担の軽
減（1人当たり１食15円の食材費の補助）を行う。
②食材値上り分の3,333千円を一般会計に充当
③給食費（賄材料費）（教職員は除く）＠15円/食（原油高による値上げ
額）×1,100人(町内小中学校生徒数)×202日(給食提供日数)＝3,333千
円
④生活者（保護者）等

－ － － － R4.4 R4.10
生徒・保護者の物価高騰による給食
費の増額負担０円

町HP等 R4当初（地）

14 R3 単 －

給食センター
新型コロナウ
イルス感染症
防止強化事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 313 313

①食育・学校給食センターにおける新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止を図るため、感染予防用品を充実させ、安心して給食を提供
することができる環境をつくる。
②感染予防に使用する消耗品
③パン袋＠5円×1,100食×45回×1.1＝272,250円
手袋＠140円×60ヶ×1.1＝9,240円
アルコール＠4,600円×7缶＝32,200円
小中学校の児童生徒分のパン袋ほか（消耗品費）
④食育・学校給食センター

－ － － － R4.4 R4.10
食育・学校給食センターにおける新型
コロナウイルス感染症陽性者の発生０
名

町HP等 R4当初（地）

15 R4 単 ○
運送事業者事
業継続支援金
事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 3,000 3,000

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び燃料価格高騰の影響を
受ける町内運送事業者の事業継続と経営の安定を図る。
②事業用車両の燃料費に対する支援金の給付を行う。
③事業用車両1台あたり50千円（1事業者あたりの上限50万円）×6事業
所＝3,000千円(負担金及び補助金)
④町内運送事業者

－ － － － R4.10 R5.1 申請数計60台 町HP等 R4補正（地）

16 R3 単 ○

温泉施設応援
事業（事業
No26の通常
交付金国R3
予算充当分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 14,600 14,600

①公衆浴場として、社会的に欠かすことのできない町立温泉施設（指定
管理施設）について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び燃料
価格高騰の影響を受けており、事業継続を支援するための給付金を支
給する。
②経費値上がり分の補助(負担金及び補助金)
　・特定事業者等支援公表用URL：
https://www.town.sakaki.nagano.jp/www/contents/1644891489250/in
dex.html
　・公表内容：支援額、事業内容等
③R３年度からの電気、燃料料金等値上がり分の支援（１か月あたり
1,350千円×12ヶ月)(負担金及び補助金)（うち国R3予算充当分14,600
千円）
④指定管理者

－ ○ － － R4.4 R5.3
利用者負担を現状維持維持(入館料
増額０円)することにより、町民の福利
厚生施設を維持する。

町HP等

　・特定事業者等支援公
表用URL：
https://www.town.sakaki.
nagano.jp/www/contents
/1644891489250/index.h
tml
公表内容：支援額、事業
内容等

R4補正（地）

17 R4 単 ○
農業生産費等
物価高騰対策
事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 6,800 6,800

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び肥料や燃油、家畜飼料
等の生産費高騰により、営農環境が厳しくなりつつあることから、農業
生産を持続する為の支援を講じる。
②町内農家への経費値上がり分の補助（補助金）
③補助金　令和３年度の税務申告の生産費（肥料・燃油・飼料・資材
等）の額に応じて農林水産省の発表する農業物価指数の農業関連生
産資材（総合）の騰落率（７％）を交付する
申請予定件数112件
平均生産額　868千円
生産資材騰落率　７％　　合計　6,800千円(負担金及び補助金)
④個人経営農家及び農業法人

－ － － － R4.9 R5.1 申請数計100軒 町HP等 R4補正（地）

18 R3 単 －
対策資金利子
助成金（利子
補給事業）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 10 10

①新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい経営環境にある町
内農業者の事業継続と経営の回復・安定のため、JAの災害対策資金
の借入申込を行った農業者に対し、末端金利分を3年間利子助成を行
う（対象者：継続1名）
②町内農家への利子補給(負担金及び補助金)
③10千円×１件
④町内農業者

－ － － － R4.4 R5.3 申請件数１件 町HP等 R4補正（地）

19 R3 単 －

教育施設等感
染防止強化事
業（子育て支
援センター分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 3,200 3,200

①新型コロナウイルス感染症対策として、乳幼児等の利用が多い子育
て支援センターの空調設備についてウイルス抑制機能付きに更新し、
子どもたちが安心して利用できる環境を整える。
②感染予防に使用するびウイルス抑制機能付き空調設備購入・設置費
用
③エアコン（備品購入費）：935千円×１台及び1,375千円×１台、設置工
事費890千円
④子育て支援センター

－ － － － R4.9 R5.3
子育て支援センターにおける新型コロ
ナウイルス感染症陽性者の発生０名

町HP等 R4補正（地）

20 R4 単 ○

さかきのお店
応援券事業業
（事業No6,7の
重点交付金充
当分）

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

③消費下支え等
を通じた生活者

支援
18,600 18,600

①コロナ禍における原油価格・物価高騰などの影響を受ける町内生活
者の支援を図るため、生活者に町内加盟店で利用可能な応援券を配布
し、支援を行い、町内生活者の支援を図る。
②町内加盟店で利用可能な応援券１人3,000円分を世帯人数分、世帯
主に交付し、利用実績に応じ店舗等に換金する。
③・非常勤職員人件費　1,153千円
　　　（内訳）月報酬：7月～3月 9:00～16:00　1,030千円
　　　          期末手当：1か月　100千円
　　　          通勤手当：7月～3月　23千円
　 ・消耗品費　100千円(ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾄﾅｰ、紙他)
   ・印刷製本費　1,300千円(応援券、ﾁﾗｼ他)
   ・通信運搬費　2,363千円(応援券、事業所郵送代)
　　　（内訳）応援券郵送代6,200世帯　2,294千円
　　　　　　　 事業所周知及びポスター等郵送　69千円
　 ・応援券補助（負担金補助及び交付金） 45,000千円(15,000人×
3,000円/人)等（うち重点交付金充当分18,600千円）
④町、町内商業・飲食店、町内生活者

－ － － － R4.7 R5.3 商品券使用率90%以上 町HP等 R4補正（地）

21 R3 単 －
マイナンバー
カード普及促
進事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 18,711 18,711

①行政手続きオンライン化の基礎となるマイナンバーカードを普及さ
せ、町内のデジタル化を進めることで、対面接触の機会を減少させ、新
型コロナウイルス感染症感染防止を図ることを目的として、マイナン
バーカードの既取得者及びこれからマイナンバーカードを取得する者へ
プリペイドカードを配布し、マイナンバーカードの普及を行う。
②対象者に１人2,000円分のプリペイドカードを配布する。
③・非常勤職員人件費　845千円
　（内訳）・月報酬：11月～3月、9:00～15:00　619千円
　　　　　  ・社会保険料等　213千円
　　　　　　・ 通勤手当：11月～3月　13千円
　・消耗品費　50千円(ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾄﾅｰ、紙他)
　・印刷製本費108千円（郵送用封筒印刷代）
　・通信運搬費 1,625千円(郵送代)（250円×6,500名）
　・業務委託料（名簿作成） 83千円
　 ・プリペイドカード補助（報償費）16,000千円(8,000人×2,000円/人)
④町内在住でマイナンバーカード既取得者及び12月末までに取得した
者

－ － － － R4.10 R5.3 マイナンバーカード普及率５５％以上 町HP等 R4補正（地）

22 R4 単 ○
子育て世帯臨
時特別給付事
業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

22,500 22,500

①コロナ禍におけるエネルギー、食料品価格等の物価高騰の影響を特
に受けている子育て世帯の支援を目的として、18歳までの子ども１人に
つき1万円を給付する。
②対象者１人につき1万円を世帯主に交付する。
③・職員時間外勤務手当200千円
    ・消耗品費　　　95千円(ﾌﾟﾘﾝﾀｰﾄﾅｰ、紙他)
　 ・印刷・製本費　17千円
　 ・通信運搬費    408千円(通知郵送代等)
　 ・振込手数料　　220千円（110円×2,000世帯）
　 ・業務委託料（システム改修、印刷業務） 1,560千円
   ・給付金補助（負担金補助及び交付金）20,000千円(2,000人×10,000
円/人)
④町内在住の18歳までの者

－ － ○ － R4.10 R5.3 給付率90%以上 町HP等

エネルギー、食料品価格
等の物価高騰の影響を
特に受けている子育て世
帯を対象とし、町内企業
のみに使用が限られる商
品券ではなく、電気代や
ガス代等に使用でき、か
つ、速やかに給付できる
現金を給付することで、
家計の支援を図る。

R4補正（地）

23 R4 単 ○

医療・福祉
サービス等
事業者支援事
業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、公衆浴
場等に対する物
価高騰対策支援

2,650 2,650

①コロナ禍における原油価格・物価高騰などの影響を受ける町内の医
療・福祉サービス等を行う事業所を支援し、経済的負担軽減と事業継続
を図る。
②　医療・福祉サービス等の事業者ごとに支援金を給付する
③　入所・居住系施設　100,000円×  8件=   800千円
　　通所・訪問系施設　  50,000円×13件=   650千円
　　医療機関　　　　　100,000円×12件=1,200千円
④ 町内高齢者福祉施設、障がい福祉施設、医療機関

－ － － － R4.10 R5.3 対象機関の給付率100% 町HP等 R4補正（地）

24 R4 単 ○
私立幼稚園物
価高騰対策支
援

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、公衆浴
場等に対する物
価高騰対策支援

100 100

① コロナ禍における原油価格・物価高騰などの影響を受ける町内の私
立幼稚園を支援し、経済的負担軽減と事業継続を図る。
②町内私立幼稚園に支援金10万円を給付する
③私立幼稚園　１園×100千円
④町内私立幼稚園

－ － － － R4.10 R5.3 対象機関の給付率100% 町HP等 R4補正（地）



25 R4 単 ○

中小企業対策
事業
（保証料補給
金）（事業No9
の通常交付金
国R4予算充
当分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 2,000 2,000

①コロナ禍において物価高騰に直面する厳しい経営環境にある町内の
中小企業等の事業継続と経営の回復・安定のため、融資を受ける際の
保証料の補給を行う。
②町内事業者への保証料
③・県信用保証協会 保証料補給 町制度資金(負担金及び補助金)
　　35件×100千円＝3,500千円
   ・県制度資金(負担金及び補助金)
　　25件×210千円＝5,250千円
（うち国R4予算充当分2,000千円）
④県信用保証協会

－ － － － R4.4 R5.3 申請数計60件 町HP等 R4当初（地）

26 R4 単 ○

温泉施設応援
事業（事業
No16の通常
交付金国R4
予算充当分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 1,600 1,600

①公衆浴場として、社会的に欠かすことのできない町立温泉施設（指定
管理施設）について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び燃料
価格高騰の影響を受けており、事業継続を支援するための給付金を支
給する。
②経費値上がり分の補助(負担金及び補助金)
　・特定事業者等支援公表用URL：
　
https://www.town.sakaki.nagano.jp/www/contents/1644891489250/in
dex.html
　・公表内容：支援額、事業内容等
③R３年度からの電気、燃料料金等値上がり分の支援（１か月あたり
1,350千円×12ヶ月)(負担金及び補助金)（うち国R4予算充当分1,600千
円）
④指定管理者

－ ○ － － R4.4 R5.3
利用者負担を現状維持維持(入館料
増額０円)することにより、町民の福利
厚生施設を維持する。

町HP等

　・特定事業者等支援公
表用URL：
https://www.town.sakaki.
nagano.jp/www/contents
/1644891489250/index.h
tml
公表内容：支援額、事業
内容等

R4補正（地）

27 R4 補 ○
妊娠出産子育
て支援交付金

厚生労働省 通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 7,200 1,200 4,800 1,200

①妊娠時から出産・子育てまでの一貫した伴走型相談支援とコ新型コロ
ナウイルスの影響による物価高騰対策のため、経済的支援を行う。
②妊娠届提出した者に50千円、出産後に50千円を支給。
③消耗品・郵送料等費200千円
　交付金7,000千円
　（うち金町負担分 = 1,200千円、 県負担分=1,200千円）
④R4.4.1以降に妊娠・出産した者

－ － ○ － R4.4 R5.3 申請者への給付率100% 町HP等

エネルギー、食料品価格
等の物価高騰の影響を
特に受けている妊娠・出
産世帯を対象とし、町内
企業のみに使用が限られ
る商品券ではなく、電気
代やガス代等に使用で
き、かつ、速やかに給付
できる現金を給付するこ
とで、家計の支援を図る。

R4補正（国）

28 R3 補 －
疾病予防対策
事業費等補助
金

厚生労働省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ
下での感染症対応の強

化
○ － 224 90 112 22

①風疹の抗体の有無を検査により、新型コロナウイルス感染症と風疹
の区別が可能となり、新型コロナウイルス感染症の蔓延防止を図る。
②疾病予防対策事業対象者に係る風疹検査費用
③抗体検査委託料224千円（地方負担分112千円）
　町一般財源充当分22千円
④町内疾病予防対策事業費等補助金対象者

－ － － － R4.4 R5.3 対象者接種率30％以上 町HP等 R3補正（国）

29 R3 補 －
学校保健特別
対策事業費補
助金

文部科学省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ
下での感染症対応の強

化
○ － 4,680 2,340 2,340

①町内小学校の新型コロナウイルス感染予防用品を充実させ、子ども
たちが安心して生活できる環境を整える。
②町内小学校における感染予防に使用する消耗品・備品の購入にか
かる費用
③消耗品費1,600千円
　　（マスク、消毒液、ハンドソープ等）
   備品費3,080千円
　（消毒スタンド、加湿器、サーマルカメラ等）
（うち地方負担分2,340千円）
④町内小学校

－ － － － R4.4 R5.3
施設内における新型コロナウイルス感
染症陽性者の発生０名

町HP等 R3補正（国）

30 R3 補 －
介護保険事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ
下での感染症対応の強

化
○ － 99 26 66 7

①新型コロナウイルス感染時にも活用される特定個人情報データ標準
レイアウト改版に対応するためのシステム改修を行うことにより、行政の
DX化を進め、対面接触の機会を減少させ、感染症拡大の防止を図る。
②特定個人情報データ標準レイアウト改版に伴うシステム改修費用
③システム改修費（委託料）99千円（うち地方負担分33千円）
　町一般財源充当分7千円
④坂城町役場

－ － － － R4.4 R5.3
申請業務に対応する職員の新型コロ
ナウイルス感染症陽性者の発生０名

町HP等 R3補正（国）


